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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第13期

第３四半期
連結累計期間

第14期
第３四半期
連結累計期間

第13期

会計期間
自 2022年３月１日
至 2022年11月30日

自 2023年３月１日
至 2023年11月30日

自 2022年３月１日
至 2023年２月28日

売上高 (千円) 16,152,260 21,310,751 22,913,271

経常利益 (千円) 1,251,074 1,452,668 1,583,866

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 766,558 847,232 549,810

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 797,899 827,951 617,307

純資産額 (千円) 12,720,773 6,886,419 12,540,181

総資産額 (千円) 17,794,685 11,695,553 17,574,643

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 29.72 34.00 21.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.5 58.9 71.4
 

 

回次
第13期

第３四半期
連結会計期間

第14期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年９月１日
至　2022年11月30日

自　2023年９月１日
至　2023年11月30日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △1.37 8.41
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 
(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが５類感染症に

移行されたことで、人流が徐々に拡大し、インバウンド需要の増加等も相まって緩やかな回復の兆しが見えていま

す。一方で、世界的な資源価格の上昇や為替変動による物価上昇などにより、依然として不確実な状態が続いてお

ります。

外食産業におきましては、インバウンド需要が引き続き旺盛であり、売上はコロナ前を上回り堅調に推移してお

ります。当社が主に展開する居酒屋業態では、人流回復やインバウンド客の増加により昨年比では売上を伸ばして

いるものの、団体や深夜帯利用の回復は緩やかなものに留まっております。

このような状況の中で当社グループは、引き続き固定費の増加抑制に努めるとともに、食材価格の高騰を踏まえ

たメニュー改定や臨機応変な営業時間の見直し、人材採用の積極化など収益性の改善に向けた取組みを推し進めて

まいりました。また、出店戦略においては、「ネオ大衆酒場」として小型かつ低投資の業態の開発・出店を継続す

るとともに、地方都市での出店にも注力しております。

鳥良事業部門においては、「鳥良商店」を１店舗退店し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は36店舗と

なり、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,816百万円（前年同期比26.0％増）となりました。

磯丸事業部門においては、「磯丸水産」を２店舗出店いたしました。一方で、「磯丸水産」を３店舗退店いたし

ました。また、「磯丸水産食堂」をフランチャイズで１店舗出店し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は

直営103店舗、フランチャイズ16店舗となり、当第３四半期連結累計期間の売上高は12,900百万円（前年同期比

31.2％増）となりました。

その他部門においては、「五の五」を３店舗出店したほか、「浜焼ドラゴン」１店舗を「五の五」へ業態転換

し、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は30店舗となり、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,077百万円

（前年同期比40.8％増）となりました。

フードアライアンスメンバー（連結子会社）においては、株式会社ジョー・スマイルが「前川珈琲レストラン」

１店舗を「光の森珈琲」へ業態転換し、「平陽珍」を１店舗退店いたしました。また、株式会社クルークダイニン

グが「磯丸水産」及び「抹茶館」を各１店舗出店いたしました。一方で、「からあげセンター」を２店舗（うち、

１店舗はフランチャイズ）退店いたしました。その結果、当第３四半期連結会計期間末現在の店舗数は株式会社

ジョー・スマイルが12店舗、株式会社クルークダイニングが14店舗となり、当第３四半期連結累計期間の売上高は

1,515百万円（前年同期比37.2％増）となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、店舗固定資産の減損損失260百万円を計上しております。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の総店舗数は、直営195店舗、フランチャイズ16店舗となり、当第３四

半期連結累計期間における当社グループの売上高は21,310百万円（前年同期比31.9％増）、営業利益は1,300百万円

（前年同期は営業損失1,022百万円）、経常利益は1,452百万円（前年同期比16.1％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は847百万円（前年同期比10.5％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ5,879百万円減少し、11,695百万

円となりました。主な増減要因は以下のとおりです。

 
(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ5,928百万円減少し、4,457百

万円となりました。これは主に、現金及び預金が6,224百万円減少したことによるものです。
 

(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ49百万円増加し、7,238百万円

となりました。これは主に、無形固定資産が38百万円減少した一方で、有形固定資産が51百万円、投資その他の資

産が36百万円増加したことによるものです。
 

(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ25百万円減少し、3,660百万円

となりました。これは主に、買掛金が127百万円増加した一方で、主に未払消費税等の減少によりその他が189百万

円減少したことによるものです。
 

(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ200百万円減少し、1,148百万

円となりました。これは主に、長期借入金が202百万円減少したことによるものです。
 

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ5,653百万円減少し、6,886百万

円となりました。これは主に、利益剰余金が305百万円増加した一方で、自己株式の取得により5,940百万円減少し

たことによるものです。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年１月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,788,689 25,788,689
東京証券取引所
(プライム市場)

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない、
当社における標準となる株
式です。なお、単元株式数
は100株です。

計 25,788,689 25,788,689 ― ―

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年９月１日～
2023年11月30日

－ 25,788,689 － 49,340 － 13,340

 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の基

準日(2023年８月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2023年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

257,832 ―
25,783,200

単元未満株式
 普通株式

― ―
5,189

発行済株式総数 25,788,689 ― ―

総株主の議決権 ― 257,832 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間における自己株式の取得により、当第３四半期会計期間末現在の完全議決権株式（自己株式

等）は3,000,300株、単元未満株式に含まれる自己株式は85株となっております。

 

② 【自己株式等】

    2023年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＳＦＰホールディングス
株式会社

東京都世田谷区玉川
二丁目24番７号

300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00
 

（注）当第３四半期会計期間における自己株式の取得により、当第３四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は

3,000,300株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は11.63％となっております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年９月１日から2023年

11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年３月１日から2023年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,252,562 3,028,160

  売掛金 506,981 825,164

  原材料及び貯蔵品 126,526 116,077

  関係会社短期貸付金 20,000 －

  その他 479,301 487,872

  流動資産合計 10,385,372 4,457,274

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 7,915,372 7,859,098

    減価償却累計額 △4,365,632 △4,522,824

    建物及び構築物（純額） 3,549,740 3,336,274

   土地 11,570 11,570

   建設仮勘定 5,986 －

   その他 2,195,451 1,931,442

    減価償却累計額 △2,024,598 △1,489,827

    その他（純額） 170,852 441,615

   有形固定資産合計 3,738,150 3,789,460

  無形固定資産   

   のれん 313,699 275,856

   その他 11,502 10,352

   無形固定資産合計 325,201 286,209

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 2,840,106 2,831,172

   その他 285,811 331,437

   投資その他の資産合計 3,125,918 3,162,609

  固定資産合計 7,189,270 7,238,279

 資産合計 17,574,643 11,695,553
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 685,435 813,143

  短期借入金 205,000 205,000

  1年内償還予定の社債 50,000 50,000

  1年内返済予定の長期借入金 120,480 130,640

  未払法人税等 145,869 266,058

  賞与引当金 173,696 151,516

  株主優待引当金 112,368 62,558

  店舗閉鎖損失引当金 23,767 11,562

  資産除去債務 19,200 10,115

  その他 2,149,766 1,959,934

  流動負債合計 3,685,584 3,660,530

 固定負債   

  長期借入金 243,280 40,700

  退職給付に係る負債 320,728 325,715

  資産除去債務 685,593 693,839

  その他 99,276 88,349

  固定負債合計 1,348,877 1,148,604

 負債合計 5,034,461 4,809,134

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 49,340 49,340

  資本剰余金 6,396,159 6,396,159

  利益剰余金 6,069,493 6,375,171

  自己株式 △519 △5,940,677

  株主資本合計 12,514,473 6,879,992

 その他の包括利益累計額   

  退職給付に係る調整累計額 25,707 6,426

  その他の包括利益累計額合計 25,707 6,426

 純資産合計 12,540,181 6,886,419

負債純資産合計 17,574,643 11,695,553
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年11月30日)

売上高 16,152,260 21,310,751

売上原価 4,746,735 6,181,100

売上総利益 11,405,524 15,129,650

販売費及び一般管理費 12,428,461 13,829,331

営業利益又は営業損失（△） △1,022,936 1,300,319

営業外収益   

 協賛金収入 168,021 168,930

 助成金収入 ※  2,079,779 ※  315

 持分法による投資利益 7,144 2,374

 その他 26,013 11,402

 営業外収益合計 2,280,959 183,023

営業外費用   

 支払利息 1,335 1,965

 支払手数料 － 21,133

 その他 5,613 7,575

 営業外費用合計 6,948 30,674

経常利益 1,251,074 1,452,668

特別利益   

 受取補償金 22,000 －

 店舗閉鎖損失引当金戻入額 8,042 12,909

 特別利益合計 30,042 12,909

特別損失   

 固定資産除却損 1,917 31,627

 減損損失 163,527 260,505

 店舗閉鎖損失 21,251 4,400

 店舗閉鎖損失引当金繰入額 9,618 11,562

 特別損失合計 196,314 308,095

税金等調整前四半期純利益 1,084,802 1,157,482

法人税、住民税及び事業税 228,630 342,367

法人税等調整額 89,613 △32,117

法人税等合計 318,244 310,249

四半期純利益 766,558 847,232

親会社株主に帰属する四半期純利益 766,558 847,232
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
　至 2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年11月30日)

四半期純利益 766,558 847,232

その他の包括利益   

 退職給付に係る調整額 31,341 △19,280

 その他の包括利益合計 31,341 △19,280

四半期包括利益 797,899 827,951

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 797,899 827,951

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係）

※　助成金収入の内容は、新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金及び時短協力金等です。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、以

下のとおりです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年３月１日
至　2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年３月１日
至　2023年11月30日)

　減価償却費 459,155千円 452,388千円

　のれんの償却額 241,623千円 37,842千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2022年３月１日 至 2022年11月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年５月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 257,883 10.00 2022年２月28日 2022年５月27日
 

2022年10月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 257,883 10.00 2022年８月31日 2022年11月11日
 

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2023年３月１日 至 2023年11月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年４月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 257,883 10.00 2023年２月28日 2023年５月８日
 

2023年10月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 283,671 11.00 2023年８月31日 2023年11月10日
 

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３　株主資本の著しい変動

当社は、2023年７月20日開催の取締役会決議に基づき、自己株式3,000,000株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が5,940,000千円増加し、当第３四半期連結会計期間末において

自己株式が5,940,677千円となっております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第３四半期連結累計期間(自 2022年３月１日 至 2022年11月30日)

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　当第３四半期連結累計期間(自 2023年３月１日 至 2023年11月30日)

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　前第３四半期連結累計期間(自　2022年３月１日　至　2022年11月30日)

                                                             　　　（単位：千円）

店舗売上高 16,077,560

その他売上高 74,699

顧客との契約から生じる収益 16,152,260

その他の収益 －

外部顧客への売上高 16,152,260
 

 

　　　当第３四半期連結累計期間(自　2023年３月１日　至　2023年11月30日)

                                                             　　　（単位：千円）

店舗売上高 21,212,574

その他売上高 98,177

顧客との契約から生じる収益 21,310,751

その他の収益 －

外部顧客への売上高 21,310,751
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2022年３月１日
至 2022年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年11月30日)

１株当たり四半期純利益 29円72銭 34円00銭

  (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 766,558 847,232

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

766,558 847,232

    普通株式の期中平均株式数(株) 25,788,384 24,915,598
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
　（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

2023年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(１)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・　　 283百万円

　(２)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　 11円

　(３)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・　　 2023年11月10日

（注）2023年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2024年１月12日

ＳＦＰホールディングス株式会社

 取  締  役  会   御   中

有限責任監査法人トーマツ
 

東 京 事 務 所  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 朽　木　　利　宏  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 関　　　　信　治  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＦＰホール

ディングス株式会社の2023年３月１日から2024年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年９月

１日から2023年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年３月１日から2023年11月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＦＰホールディングス株式会社及び連結子会社の2023年11月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 
 
(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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